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組合の概況及び組織に関する事項I

（1）事務局機構  

2017年5月31日現在
1．組織 2．機関

生協組合員
（自治体職員等で出資金を払った人）

1,044,294人

取扱団体
（県、市、町、村、一部事務組合等）

都道府県支部
（47県支部）

全労済自治労共済本部／
自治労共済生協本部

総代会
事務局

監事会

理事会

理事長� 1人
副理事長（非常勤）� 1人
専務理事� 1人

常務理事� 3人
非常勤理事� 19人
非常勤監事� 8人

2017年5月1日現在
3．共済事業 4．規約・規程

①総合共済基本型 845,784�件
自治労共済定款

各規約・規則・規程

②総合共済追加型 22,882�件
③自治労自動車共済 16,203�件

※自治労自動車共済は2017年5月31日現在。

常務理事
山形 昌弘
（総務担当）

常務理事
三浦 正一
（業務管理担当）

常務理事
秋葉 政市

（事業推進担当）

理事長
氏家 常雄

監事長
戸守 学

副理事長
有留 和雄

専務理事
三角 義男

本
部
事
務
局

県
支
部
事
務
局

自治労共済生協

2017年5月31日現在

1 業務運営の組織

2 役員の氏名及び役職名
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（2）役員の状況  

� 2017年5月31日現在
自治労共済生協における区分 名　前 選　出

理事長 氏家　常雄 全国区

副理事長 有留　和雄 全国区

専務理事 三角　義男 全国区

常務理事

秋葉　政市 全国区

山形　昌弘 全国区

三浦　正一 全国区

理　事

徳永　秀昭 全国区

荒金　廣明 全国区

杣谷　尚彦 全国区

仙葉　久 全国区

舩山　整 全国区

久保田　由美子 全国区

大出　彰良 北海道区

掛村　政則 東北区

森　伊織 東北区

黒江　正臣 関東甲区

千葉　信夫 関東甲区

橋岡　克典 北信区

櫻井　靖雄 東海区

山口　勝己 近畿区

森蔭　守 近畿区

岡本　博之 中国区

石川　俊二 四国区

原口　郁哉 九州区

米村　豊 九州区

監事長 戸守　学 全国区

監　事

佐藤　剛 全国区

齋藤　由宣 全国区

手塚　仁 全国区

村山　智彦 全国区

小石　さとみ 全国区

高橋　直樹 全国区

小林　五郎 員外
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� 2017年5月31日現在
県支部 住　所 電　話
北海道 札幌市北区北6条西7丁目 北海道自治労会館内 011-747-1536

青���森 青森市本町3丁目3-11 青森県労働福祉会館3階 017-773-6017

岩���手 盛岡市南大通2丁目10番38号 岩手県民共済会館内 019-656-8277

宮���城 仙台市青葉区二日町7-23 宮城自治労会館内 022-222-6844

秋���田 秋田市八橋三和町6-17 秋田自治労会館内 018-862-9551

山���形 山形市小立2丁目1-62 山形自治労会館内 023-664-1800

福���島 福島市荒町1-21 協働会館内 024-521-0336

新���潟 新潟市中央区新光町6-7 新潟自治労会館3階 025-281-8030

群���馬 前橋市大渡町2-3-45 群馬自治労会館内 027-253-1177

栃���木 宇都宮市中戸祭町821 栃木県労働者福祉センター5階 028-621-5888

茨���城 水戸市桜川2丁目3番30号 自治労会館内 029-231-0484

埼���玉 さいたま市浦和区高砂4-3-5 埼玉県労評会館4階 048-838-5532

東　京 千代田区飯田橋3丁目9番7号 飯田橋丸ビル4階 03-6256-9916

千���葉 千葉市中央区中央4-13-10 千葉県教育会館　新館6階 043-221-2800

神奈川 横浜市南区高根町1-3 神奈川県地域労働文化会館7階 045-251-7811

山���梨 甲府市相生2-7-17 山梨県労農福祉センター1階 055-222-5200

長���野 長野市県町532-3 長野県労働会館内 026-217-7667

富���山 富山市下新町8-16 自治労とやま会館内 076-441-8220

石���川 金沢市菊川2丁目26番18号 （財）石川自治労働文化会館内 076-261-0241

福���井 福井市大和田2-517 自治労福井県本部会館 0776-57-0707

静���岡 静岡市駿河区南町11-22 静岡労働会館2階 054-202-7250

愛���知 名古屋市熱田区金山町1-14-18 全労済金山会館5階 052-678-3118

岐���阜 岐阜市今小町15番地 自治労会館内 058-263-1614

三���重 津市栄町2-361 三重地方自治労働文化センター内 059-272-4550

滋���賀 大津市中央3-4-29 自治労会館（レイバ滋賀）内 077-524-0123

京���都 京都市中京区丸太町通烏丸西入北側 NHKビル2階 075-252-5937

奈���良 奈良市大安寺5丁目12-16 奈良地域労働文化センター2階 0742-64-5511

和歌山 和歌山市久右衛門丁24番地1 073-431-7700

大���阪 大阪市北区天神橋3-9-27 PLP会館2階 06-6242-2255

兵���庫 神戸市中央区中山手通3-4-8 大東ビル4階 078-392-0821

岡���山 岡山市北区津島西坂1-4-18 労働福祉事業会館3階 086-251-9431

広���島 広島市西区横川新町7-22 自治労会館内 082-292-5496

鳥���取 鳥取市南町505番地 自治労会館内 0857-21-3300

島���根 松江市中原町14番地 しまね自治労会館1階 0852-59-9898

山���口 山口市元町3-49 山口県勤労者自治センター（自治労会館）内 083-922-7540

香���川 高松市福岡町2丁目4-7 2階 087-822-5608

徳���島 徳島市幸町3丁目98 自治労プラザ内 088-623-2908

愛���媛 松山市宮田町132 一般社団法人愛媛県勤労会館内（3階） 089-947-5061

高���知 高知市鷹匠町2-5-47 高知県自治労会館内 088-824-0151

福���岡 福岡市中央区天神5-6-7 福岡自治労会館3階 092-711-9541

佐���賀 佐賀市駅前中央3丁目3-30 自治労会館内 0952-36-9555

長���崎 長崎市大黒町4-16 長崎自治労会館別館 095-822-2525

大���分 大分市大手町3-2-9 大分自治労会館内 097-536-6644

宮���崎 宮崎市広島1-11-17 全労済宮崎県本部会館5階 0985-28-1901

熊���本 熊本市中央区神水1丁目8-1 自治労熊本会館1階 096-383-0662

鹿児島 鹿児島市鴨池新町5-7-401 鹿児島県労働者福祉会館内 099-258-6311

沖���縄 那覇市泉崎1-15-10 3階 098-860-8446

社保労連 千代田区四番町7 Gビル2階 03-3239-1068

本���部 千代田区六番町2-15 自治労第2会館 03-5276-0700

3 事務所の名称及び所在地
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組合の主要な業務の内容II

2013年6月1日、第116回臨時総代会（2012年
12月11日）の議決に基づく自治労共済生協から
全労済への包括移転が実行されました。自治労

共済生協は以下の2事業を通じ引き続き組合員
のみなさまのライフステージをバックアップし
ていきます。

特長 主な保障（補償）内容

た
す
け
あ
い
の
共
済

●●総合共済基本型はじちろう共済の基盤となる慶弔
共済制度です。
●●助け合いの気持ちを全国に広げるための礎となる
共済で、全国の仲間が加入しています。
●●総合共済には、基本型と同内容の保障をプラスで
きる追加型もあります。

〈掛金（月払）〉
基本型300円
追加型300円

・�死亡弔慰金（組合員50万円、
配偶者20万円、子5万円、親
1万円）

・�組合員の重度障害見舞金（50
万円）

・�住宅災害見舞金（火災、風水
害、地震など）

・�結婚祝金（1万円）
・�退職餞別金（1.8万円）

ク
ル
マ
に
関
す
る
補
償

※�2019年4月末をもって事
業廃止します。

●●自動車（原付含む）の事故による損害などに対し
て共済金をお支払いします。

〈掛金〉
四輪車は車種・ランクによって異なります。二輪車・
原付車は一律掛金です。

対人賠償・対物賠償・人身傷害
補償・自損事故補償・搭乗者傷
害補償・無共済車傷害補償・愛
車見舞金

総合（慶弔）共済

自動車共済
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直近の事業年度における事業の概況III

自治労共済生協は、統合参加する全労済と運動方針、共済事業、損益会計、および機関事務局運営を
一本化し、全労済の単位本部の一つである全労済自治労共済本部と同一の区域でともに事業活動を
行っています。

1 2016年度事業活動報告

自治労共済生協は、全労済自治労共済本部とともに次の3つの改革を柱とする事業活動を行いまし
た。とりわけ事業構造改革の面では、「安定的な事業運営のための制度政策の実行」のため、「総合（慶
弔）共済事業規約の一部改定」を2017年2月から適用したことにより、反社会的勢力排除条項の導入
や契約手続きの簡素化などの利便性向上を実現しました。

（1）事業構造改革 
①事業維持・拡大のための推進政策の実行
②安定的な事業運営のための制度政策の実行

③業務改善の取り組みを踏まえた「最良品質」
の提供

④事業費（管理費）の削減

（2）組織改革 
①組合員の意見および生活者のニーズを事業に

反映できるしくみの構築
②経営の意思決定機能の迅速化の実現

③事業責任体制の徹底
④効率的な組織機構・態勢の構築

（3）意識改革 
①全役職員が事業に対する自らの責任を果たす行動の徹底

2 2016年度決算の概況

１	元受加入について

元受事業に関わる今期末の保有件数は右表の
とおりとなりました。（（　）は前期末）

２	財政について
（1）資産の概況� 

前年度末まで全労済（自治労共済単位本部）
が立て替えてきた費用4,443百万円を精算した
ことから、現預金が前期末比4,589百万円減と

大幅に減少し、総資産は前期末比4,555百万円
減となる71,761百万円となりました。

（単位：千件）

総合（慶弔）共済 自動車共済 元受事業合計

868.3
（874.7）

16.2
（20.3）

884.5
（895.0）

（注）総合（慶弔）共済はすべての型を別 に々カウント
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（2）負債の概況� 
前記（1）に記載した全労済への立替の精算に

よる債務の減少のほか、事業規模の縮小に応じ
た共済契約準備金の減少により、負債は前期末
比3,793百万円減の16,102百万円となりました。

（3）純資産の概況  
組合員出資金の前期末比560百万円減となっ

たほか、50周年記念事業費用、寄附金および災
害見舞金の取り崩しによって任意積立金が前期
末比194百万円減となり、純資産は前期末比
761百万円減の55,659百万円となりました。

なお、純資産に異常危険準備金を加算した修
正自己資本（※）は前期末比810百万円減の

70,631百万円となったものの、修正自己資本よ
り総資産の方が大きく減少しているため、修正
自己資本比率（※）は前期末より4.8ポイント増
の98.4％となりました。
（※）�修正自己資本の定義としては価格変動準備金も加算します

が、当生協においてその積立はありません。
修正自己資本比率は、修正自己資本を総資産で除したもの
です。

（4）損益の概況� 
①�共済掛金（正味・未経過調整後）および共
済金（正味・支払備金調整後）
全額再共済により、共済掛金は再共済掛金を
減じた残額のみが計上され、共済金は全額再
共済対象外の旧制度総合共済の事故のみが計
上されます。
共済掛金（正味（再共済分減算後）・未経過調
整後）は、契約の減少から前期比63百万円減
の782百万円となりました。
共済金（正味・支払備金調整後）は、計上対
象となる旧制度総合共済の事故分の増加から
前期比6百万円増の12百万円となりました。
②資産運用

資産運用損益は預貯金利息に限られ、前期比
1百万円減の0百万円となりました。
③事業経費

事業経費は全労済に業務委託できない単協固
有業務の人件費・物件費および支払委託手数
料（全労済への業務委託手数料・元受事業の
協力団体事務経費）から構成されます。
全労済に支払う業務委託手数料が付加掛金に
応じたものから事業剰余（※）に応じたもの
に変更したことにより前期比264百万円減と
なったため、事業経費は前期比240百万円減
の967百万円となりました。

④そのほかの経常収支等
ここまで記したもの以外の損益の要素に、そ
の他経常収支（その他経常収益からその他経
常費用を控除した収支）と異常危険準備金等
収支があります。
その他経常収支は、収益項目（ほとんどは全
労済等からの家賃収入）が前期比1百万円減
の188百万円となる一方で、費用項目は寄附
金の計上により前期比215百万円増の217
百万円となり、その収支は前期比216百万円
減の▲28百万円となりました。
異常危険準備金等収支は危険差損の取り崩し
ですが、危険差損の認識を保険会社方式から
全労済方式に改めたため、大幅に減少し前期
比144百万円減の49百万円となりました。
⑤経常剰余金

以上より、経常剰余金は前期比191百万円減
の▲175百万円となりました。
⑥当期剰余金

当期剰余金は経常剰余金に次の（a）を加算し、
（b）および（c）を減算することにより、前期比
173百万円減の▲201百万円となりました。

（a）特別利益として、払出時効とした出資金
受入11百万円。

（b）特別損失として、払出時効であった出資
金支払0百万円、固定資産除却損0百万
円、転籍移行調整一時金25百万円および
災害見舞金4百万円の合計29百万円。

（※）事業剰余＝�共済掛金（正味・未経過調整後）－共済金（正
味・支払備金調整後）－協力団体事務経費
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（c）法人税等（法人税等調整額・還付法人税
等を含む）として7百万円。

なお、当期未処分剰余金については、50周年
記念事業費用、寄附金および災害見舞金の合

計235百万円を任意積立金から取り崩し、こ
れに前記の当期剰余金および前期繰越剰余金
67百万円を加えることにより102百万円とな
りました。

損益計算書要旨（2016年6月1日〜2017年5月31日）� （単位：百万円）

共済事業計 総合（慶弔） 自動車
経常収益 6,767 5,033 1,733
1.� 共済掛金等収入 6,212 4,826 1,385
（1）受入共済掛金 3,973 3,178 795
（2）受入再共済金 2,238 1,648 589
（3）受入返戻金 0� 0� 0�

2.� 共済契約準備金戻入額 365 16 348
（1）支払備金戻入額 4� 4 0�
（2）責任準備金戻入額 361 12 348

3.� 資産運用収益 0 0 0�
4.� その他経常収益 188 188 0�
経常費用 6,942 5,208 1,733
1.� 共済金等支払額 5,518 4,293 1,224
（1）支払共済金 2,251 1,662 589
（2）支払再共済掛金 3,255 2,631 623
（3）支払返戻金 10� 0� 10

2.� 共済契約準備金繰入額 240 3 236
（1）支払備金繰入額 3 3 0�
（2）責任準備金繰入額 236 0� 236

3.� 資産運用費用 0� 0� 0�
4.� 事業経費 967 694 272
（1）人件費 45 38 7
（2）物件費 121 116 5
（3）支払委託手数料 799 539 259

5.� その他経常費用 217 217 0�
経常剰余金 ▲�175 ▲�175 0�

（注）繰入額・戻入額は相殺前

貸借対照表要旨（2017年5月31日現在）� （単位：百万円）
資産の部 純資産・負債の部

1� 現金及び預金 3,105 1� 共済契約準備金 15,212
2� 業務用固定資産 2,299 ���（うち異常危険準備金） 14,972 ＊
3� 関係団体等出資金 63,034 2� 上記以外の負債 890
4� 繰延税金資産 3,150 負債合計 16,102
5� 上記以外の資産 171 純資産合計 55,659 ＊
資産合計 71,761 負債及び純資産合計 71,761

修正自己資本 70,631 修正自己資本＝上表＊印計－剰余金処分流出額
修正自己資本比率 98.4% 修正自己資本比率＝修正自己資本／総資産
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直近の五事業年度における主要な
業務の状況を示す指標に関する事項IV

（単位：百万円）

2011年度
Ⅱ期 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

経常収益 62,164 58,255 22,909 7,708 7,130 6,527

経常剰余金 7,629 10,813 17,913 169 16 △175

当期剰余金 4,050 8,298 12,968 70 △27 △201

出資金 10,797 10,490 10,132 9,531 8,872 8,312

出資口数 107,977 104,906 101,323 95,317 88,724 83,120

純資産額 45,310 50,312 57,661 57,107 56,420 55,659

総資産額 101,643 107,681 76,333 76,296 76,317 71,761

責任準備金残高 40,848 40,933 16,054 15,633 15,333 15,209

貸付金残高 26 10 － － － －

有価証券残高 50,206 47,357 5,832 0 0 0

支払余力比率 1862.4% 1989.0% － － － －

事業ごとの剰余金の配当の金額 4,216 4,054 － － － －

　
　

総合共済基本型 178 175 － － － －

自動車共済 907 892 － － － －

火災共済 215 207 － － － －

団体生命共済 2,916 2,780 － － － －

職員数 394 391 6 2 1 1

保有契約高又は正味収入共済掛金の額 96,875,090 95,376,801 11,158,755 8,190,938 6,598,386 5,526,979
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直近の二事業年度における
事業の状況を示す指標に関する事項V

（1）共済の種類ごとの新契約高  
（単位：百万円）

共済種目 2015年度 2016年度
総合共済 65,625 61,879
自動車共済 365,197 270,257

（2）共済の種類ごとの保有契約高と増加率  
（単位：百万円）

共済種目 
2015年度 2016年度

増加率 増加率
総合共済 1,240,398 △1.4% 1,231,357 △0.7%
自動車共済 5,357,988 △23.0% 4,295,622 △24.7%

（3）�死亡保障、障害保障について、共済契約の保障機能別保有契約高  

（4）共済の種類ごとの支払共済金の額  

（5）新契約平均共済金額  

（6）保有契約平均共済金額  

（7）月払契約の新契約平均共済掛金  

（8）共済契約を再共済又は再保険に付した場合における当該再共済又は再保険を引受けた者  
全国労働者共済生活協同組合連合会　　100％

（単位：百万円）
区分 2015年度 2016年度

死亡保障
普通死亡 総合共済 675,899 670,853
災害死亡 総合共済 17,500 17,373

障害保障 総合共済 449,204 445,793

（単位：百万円）
共済種目 2015年度 2016年度

総合共済 1,761 1,662
自動車共済 1,124 870

（単位：千円）
共済種目 2015年度 2016年度

総合共済 1,418 1,418
自動車共済 269,121 269,449

（単位：千円）
共済種目 2015年度 2016年度

総合共済 1,418 1,418
自動車共済 265,181 265,769

（単位：円）
共済種目 2015年度 2016年度

総合共済 300 300

1 主要な業務の状況を示す指標
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（1）�貸倒引当金を一般貸倒引当金、個別貸倒引当金に、価格変動準備金を含むその他引当金ごとに
区分し、前期末残高、当期増加額、当期減少額、当期末残高の区分ごとの引当金明細  

（単位：百万円）

区分
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

15年度 16年度 15年度 16年度 15年度 16年度 15年度 16年度
役員退職給与引当金 14 11 4 4 7 0 11 16
賞与引当金 0 0 0 0 0 0 0 0
価格変動準備金 0 0 0 0 0 0 0 0
合　　　計 14 11 4 4 7 0 11 16

（2）�法定準備金科目、任意積立金科目等に区分し、前期末残高、当期末増加額、当期減少額、当期末
残高の区分ごとの法定準備金及び任意積立金明細�  

（単位：百万円）

区分
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

15年度 16年度 15年度 16年度 15年度 16年度 15年度 16年度
法定準備金 12,000 12,000 0 0 0 0 12,000 12,000
任意積立金 合計 34,433 35,439 1,012 41 7 235 35,439 35,244

 （1）特別災害基金 2,933 2,926 0 0 7 4 2,926 2,921
 （2）会員出資金対応積立金 29,500 30,500 1,000 0 0 0 30,500 30,500
 （3） 経営リスク対応積立金

（旧：経営管理リスク特
別対応積立金）

2,000 2,000 0 0 0 217 2,000 1,783

 （4）周年事業積立金 0 0 0 30 0 14 0 15
 （5）別途積立金 0 12 12 11 0 0 12 24

2 経理に関する指標
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（3）事業経費の明細  
（単位：百万円）

勘定科目 2015年度 2016年度

人件費計 52 45
役員報酬 49 45
職員給与 0 0
職員諸手当 1 2
退職給与金 3 0
法定福利費 4 4
厚生福利費 4 3
役員退職給与引当金繰入 4 4
給与負担金（収入） △ 36 △ 34
退職給付費用 0 0
その他給与 20 19
賞与引当金繰入 0 0

物件費計 91 121
諸会議費 2 13
旅費交通費 0 0
教育文化費 0 0
教育宣伝費 4 8
調査研究費 12 11
関係団体費 0 0
渉外費 0 0
運輸通信費 2 1
委託料 0 0
印刷製本費 0 0
事務所費 2 2
修繕費 0 0
減価償却費 41 37
審査費 4 4
租税公課 21 42
雑費 0 0

支払委託手数料 1,064 799
取扱団体事務経費 175 164
支払委託手数料 889 634

事業経費合計 1,208 967
取扱団体事務経費を除く事業経費 1,032 802
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（1）主要資産の区分ごとの平均残高と運用利回り  
（単位：百万円）

2015年度 2016年度
平均残高 運用利回り 平均残高 運用利回り

市場価格のあるもの
満期保有目的公社債（国債） 0.0 0.000% 0.0 0.000%
そのほか目的公社債（国債） 0.0 0.000% 0.0 0.000%
私募債 0.0 0.000% 0.0 0.000%
そのほか 0.0 0.000% 0.0 0.000%

市場価格のないもの
現預金等 7,631.0 0.024% 7,356.0 0.011%
私募債 0.0 0 0.0 0
そのほか 0.0 0.000% 0.0 0.000%

計 7,631.0 0.024% 7,356.0 0.011%

（2）主要資産の区分ごとの構成及び増減  
（単位：百万円、％）

2015年度末 2016年度末
占率 資産の増減 占率 資産の増減

市場価格のあるもの 0 0 0 0 0 0
満期保有目的公社債（国債） 0 0 0 0 0 0
そのほか目的公社債（国債） 0 0 0 0 0 0
私募債 0 0 0 0 0 0
そのほか 0 0 0 0 0 0

市場価格のないもの 7,695 100 156 3,105 100 △ 4,589
現預金等 7,695 100 156 3,105 100 △ 4,589
私募債 0 0 0 0 0 0
そのほか 0 0 0 0 0 0

計 7,695 100 156 3,105 100 △ 4,589

（3）�利息及び配当金収入、金銭の信託運用益、売買目的有価証券運用益、有価証券売却益、有価証券
償還益、金融派生商品収益、為替差益、その他運用収益、合計等の区分ごとの資産運用収益明細

（単位：百万円）
2015年度 2016年度

利息及び配当金等収入 1 0.7
合計 1 0.7

3 資産運用に関する指標
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（4）�支払利息、金銭の信託運用費、売買目的有価証券運用損、有価証券売却損、有価証券償還損、金
融派生商品費用、その他資産運用費用、合計等の区分ごとの資産運用費用明細  

（単位：百万円）
2015年度 2016年度

有価証券売却損 0 0
その他の運用費用 0 0
合　　　計 0 0

（5）利息および配当金収入明細  
（単位：百万円）

2015年度 2016年度
預貯金利息 1 0.7
公社債利息 0 0
貸付金利息 0 0
その他 0 0
合計 1 0.7
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（1）固定資産残高  

（2）剰余金処分計算書  

①　業務用有形固定資産及び無形固定資産の明細  （単位：円）
区　　分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額

 有形固定資産 2,334,440,267 3,132,000 361,961 37,587,911 2,299,622,395 708,994,386
土地 1,738,671,144 0 0 0 1,738,671,144 0

建物 504,502,618 0 0 20,897,161 483,605,457 516,642,368
建物付属設備 82,646,535 3,132,000 5,293 15,564,292 70,208,950 177,829,022
構築物 5,677,969 0 356,668 1,126,458 4,194,843 14,072,997
器具備品 2,942,001 0 0 0 2,942,001 449,999

合　　　計 2,334,440,267 3,132,000 361,961 37,587,911 2,299,622,395 708,994,386

②　関係団体出資金明細表 （単位：円）
関係団体等 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

（１） 全労済出資金 62,832,010,000 0 0 62,832,010,000
（２） 再共済連出資金 197,930,000 0 0 197,930,000
（３） 労働金庫出資金 4,881,000 0 0 4,881,000
（４） 東京都職員信用組合出資金 11,850 0 0 11,850
合　　　計 63,034,832,850 0 0 63,034,832,850

（単位：百万円）
2015年度 2016年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 109 102
任 意 積 立 金 取 崩 額 0 2,500
合　　　　計 109 2,602
剰余金処分額 41 2,507

法定準備金 0 0
利用分量割戻金 0 0
特別災害基金 0 0
会員出資金対応積立金 0 0
経営リスク対応積立金 0 2,500
周年事業積立金 30 0
別途積立金 11 7

次期繰越剰余金 67 94

4 その他の指標
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組合の直近の二事業年度における
財産の状況に関する事項VI

（1）貸借対照表

（2016年５月31日現在）

 （単位：円）
資産の部 負債及び純資産の部

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
（資産の部） （負債の部）

1.　現金及び預金 7,695,315,579 1.　共済契約準備金 15,337,708,928 
（1）　預 貯 金 7,695,315,579 （1）　支払備金 4,362,773 

2.　再共済勘定 15,000 （2）　責任準備金 15,333,346,155 
3.　その他共済資産 94,609,721 2.　その他共済負債 41,815,091 
4.　前払費用 12,600 3.　前受収益 247,791 
5.　未収収益 175,921 4.　未払費用 1,514,246 
6.　その他資産 821,343 5.　その他負債 4,503,599,667 
（1）　未 収 金 648,343 （1）　未 払 金 825,000 
（2）　差入保証金 173,000 （2）　未払法人税等 1,152,651 

7.　業務用固定資産 2,334,440,267 （3）　預 り 金 57,491,913 
（1）　土　　地 1,738,671,144 （4）　その他の負債 4,444,130,103 
（2）　減価償却資産 595,769,123 6.　引 当 金 11,627,000 

8.　関係団体等出資金 63,034,832,850 （1）　役員退職給与引当金 11,627,000 
9.　繰延税金資産 3,156,870,872 負　債　合　計 19,896,512,723 

（純資産の部）
1.　組合員資本 56,420,581,430 
（1）　出 資 金 8,872,418,700 
（2）　剰 余 金 47,548,162,730 

ア　法定準備金 12,000,000,000 
イ　任意積立金 35,439,038,212 
ウ　当期未処分剰余金 109,124,518 

うち当期剰余金 27,718,964 
純 資 産 合 計 56,420,581,430 

資産合計 76,317,094,153 負債及び純資産合計 76,317,094,153 
（注）　減価償却資産の償却累計額　　　　675,156,818

1 2015年度
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（2）損益計算書
自　2015年6月1日
至　2016年5月31日

（単位：円）

科　　　　　目 金　　額

経
常
損
益

経　常　収　益 7,130,768,921 
1.　共済掛金等収入 6,616,437,273 
（1）　受入共済掛金 4,185,932,100
（2）　受入再共済金 2,430,505,173

2.　共済契約準備金戻入額 321,956,787
（1）　支払備金戻入額 21,424,531
（2）　責任準備金戻入額 300,532,256

3.　資産運用収益 1,861,847
（1）　利息及び配当金等収益 1,861,847

4.　その他経常収益 190,513,014
（1）　受取出資配当金 1,760,318
（2）　受取賃貸料 187,467,204
（3）　その他の経常収益 1,285,492

経　常　費　用 7,114,007,264
1.　共済金等支払額 5,904,132,605
（1）　支払共済金 2,457,416,973
（2）　支払再共済掛金 3,432,507,432
（3）　支払返戻金 14,208,200

2.　事業経費 1,208,047,263
（1）　人 件 費 52,462,784
（2）　物 件 費 91,313,435
（3）　支払委託手数料 1,064,271,044

3.　その他経常費用 1,827,396
（1）　その他の経常費用 1,827,396

経 常 剰 余 金 16,761,657

特
別
損
益 

特　別　利　益 24,351,385
（1）　その他特別利益 24,351,385

特　別　損　失 7,647,137
（1）　固定資産処分損 209,417
（2）　その他特別損失 7,437,720 

税引前当期剰余金 33,465,905 
法人税等 1,210,000 
法人税等調整額 59,974,869 
当期剰余金 △ 27,718,964
当期首繰越剰余金 129,431,258 
任意積立金取崩額 7,412,224 
当期未処分剰余金 109,124,518 
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（1）貸借対照表

（2017年５月31日現在）

 （単位：円）
資産の部 負債及び純資産の部

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
（資産の部） （負債の部）

1.　現金及び預金 3,105,947,569 1.　共済契約準備金 15,212,439,154 
（1）　預 貯 金 3,105,947,569 （1）　支払備金 3,357,793 

2.　再共済勘定 5,000 （2）　責任準備金 15,209,081,361 
3.　その他共済資産 170,470,798 2.　その他共済負債 39,570,434 
4.　前払費用 1,728 3.　前受収益 247,791 
5.　未収収益 95,819 4.　未払費用 655,669 
6.　その他資産 531,224 5.　その他負債 833,695,898 
（1）　未 収 金 358,224 （1）　未 払 金 87,500 
（2）　差入保証金 173,000 （2）　未払法人税等 1,210,000 

7.　業務用固定資産 2,299,622,395 （3）　預 り 金 54,108,908 
（1）　土　　地 1,738,671,144 （4）　その他の負債 778,289,490 
（2）　減価償却資産 560,951,251 6.　引 当 金 16,235,000 

8.　関係団体等出資金 63,034,832,850 （1）　役員退職給与引当金 16,235,000 
9.　繰延税金資産 3,150,409,919 負　債　合　計 16,102,843,946 

（純資産の部） 　
1.　組合員資本 55,659,073,356 
（1）　出 資 金 8,312,008,400 
（2）　剰 余 金 47,347,064,956 

①　法定準備金 12,000,000,000 
②　任意積立金 35,244,614,607 
③　当期未処分剰余金 102,450,349 

（うち当期損失金） 201,097,774 
純 資 産 合 計 55,659,073,356 

資産合計 71,761,917,302 負債及び純資産合計 71,761,917,302 
（注）　減価償却資産の償却累計額　　　　708,994,386

2 2016年度
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（2）損益計算書
自　2016年6月1日
至　2017年5月31日

（単位：円）

科　　　　　目 金　　額

経
常
損
益

経　常　収　益 6,527,093,480
1.　共済掛金等収入 6,212,069,207
（1）　受入共済掛金 3,973,629,100
（2）　受入再共済金 2,238,440,107

2.　共済契約準備金戻入額 125,269,774
（1）　支払備金戻入額 1,004,980
（2）　責任準備金戻入額 124,264,794

3.　資産運用収益 788,773
（1）　利息及び配当金等収益 788,773

4.　その他経常収益 188,965,726
（1）　受取出資配当金 1,138,494
（2）　受取賃貸料 187,449,492
（3）　その他の経常収益 377,740

経　常　費　用 6,702,309,652
1.　共済金等支払額 5,518,053,284
（1）　支払共済金 2,251,929,107
（2）　支払再共済掛金 3,255,213,977
（3）　支払返戻金 10,910,200

2.　事業経費 967,195,836
（1）　人 件 費 45,926,105
（2）　物 件 費 121,993,860
（3）　支払委託手数料 799,275,871

3.　その他経常費用 217,060,532
（1）　寄 付 金 217,000,000
（2）　その他の経常費用 60,532

経 常 剰 余 金 △ 175,216,172

特
別
損
益 

特　別　利　益 11,685,845
（1）　その他特別利益 11,685,845

特　別　損　失 29,896,494
（1）　固定資産処分損 361,961
（2）　その他特別損失 29,534,533

税引前当期剰余金 △ 193,426,821
法人税等 1,210,000
法人税等調整額 6,460,953
当期剰余金 △ 201,097,774
当期首繰越剰余金 67,560,518
任意積立金取崩額 235,987,605
当期未処分剰余金 102,450,349
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組合の業務の運営に関する事項VII

自治労共済生協は、社会性と公共性の強い保
障事業を営む事業体として、組合員とその家族
からの付託に応えるため、共済引受リスク、資
産運用リスク、業務系リスク等の不安定要因を
可能な限り克服し、経営の安定化に取り組んで
います。

このため、厚生労働省の監督指針に沿った

「リスク管理規程」を策定し、各リスクの管理方
針を定め、理事会による総合的なリスク管理を
行っています。

これらの取り組みをより実効性のあるものに
するため、員外監事を含めた監事会による監事
監査を実施し、業務が適切に遂行されているか
否かを監査しています。

理　事　会

監　事　会

財務系リスク

① 共済引受リスク
経済情勢や共済事故の発生率等
が共済掛金設定時の予測に反し
て変動すること等によって損失
を被るリスク

② 再共済・再保険リスク
出再先である共済団体・保険会
社の経営状況の悪化に伴い損失
を被るリスク

③ 資産運用リスク
金利、有価証券、為替等の価格
変動の影響によって運用資産の
価値が変動し、損失を被るリスク
与信先の財務状況の悪化等に
よって運用資産の価値が減少ま
たは消失し、損失を被るリスク

④ 流動性リスク
市場の混乱や巨額の共済金支払
い等により資金繰りが悪化し、
共済金等の支払いが滞るリスク

災害等のリスク

⑧ 災害リスク・事故リスク
社会経済を揺るがす事件、事故、
並びに大規模な自然災害によっ
て事業施設や社会的なインフラ
に障害や損害が生じ、事業活動
に支障をきたすリスク

⑨ 犯罪リスク
犯罪行為によって損失を被るリスク

⑩ 風評リスク
否定的な評価及び評判が世間に
広まることにより信用力が低下し、
損失を被るリスク

⑪ 人事労務トラブル
役職員の事故、犯罪、内紛、各種
ハラスメント、過労死、職業病等
のトラブル、もしくは人材流出に
よって損失を被るリスク

業務系リスク

⑤ 事務リスク
内部管理体制の不備、役職員に
よる不適正な事務、情報漏洩、
関連団体への不適切な事務指導
等によって損失を被るリスク、
並びに苦情・相談対応、データ
入力ミスなどのトラブル等に
よって損失を被るリスク

⑥ システムリスク
システム不備（プログラムのバグ、
設計ミス、運用の過誤等）、スケ
ジュール遅延、システムダウン、
不正使用等によって損失を被るリ
スク

⑦ モラルリスク
故意や犯罪による共済事故の偽
装、請求書や証拠書類の偽造等
により不正請求がなされ、損失
を被るリスク

・各リスクのモニタリング（監視）

・業務の執行及び管理体制の整備

・必要に応じた管理方針の見直し

総合的な
リスク管理

監査

1 リスク管理の体制
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共済事業は、組合員をはじめとする多くの
人々との関わり合いのなかで成り立っていま
す。また、社会性と公共性を強く帯びた事業で
す。このことを踏まえ、自治労共済生協は、広

く社会からの信頼に応え、組合員とその家族が
より安心して共済制度を利用できるよう、法令
遵守を重視しています。

コンプライアンス責任者（専務理事）

コンプライアンス推進責任者（総務部長）

内部通報・相談窓口
（総務部）

コンプライアンス違反発生時の報告、通報と是正措置

内
部
通
報
・

相
談

速
や
か
に
報
告
・

事
実
関
係
調
査
へ

の
協
力

事
実
関
係
調
査
、

是
正
措
置
・
再
発

防
止
策
の
構
築

コンプライアンスの推進・維持
＊違反行為の未然・再発防止への指導・対策
＊教育・啓発活動
＊各種規定の整備・策定
＊その他コンプライアンス推進・維持にかかる事項

役職員等

コンプライアンス責任者（専務理事）

役職員等

役職員の責務と禁止行為
（責務）
＊法令・社会規範・諸規則等の遵守と誠実な業務の遂行
＊社会的な信頼性の確保
＊違反発生時の、被害拡大防止、組合員の信頼性確保に向けた誠
実な対応
＊組織内のコンプライアンスの徹底と所属職員等の指導（管理職）
（禁止行為）
＊自らコンプライアンスに違反する行為
＊他の役職員等に対するコンプライアンス違反行為の指示・命令
＊他の役職員等や自治労共済生協以外の者へのコンプライアンス
違反行為のそそのかし
＊他の役職員等のコンプライアンス違反行為の黙認

※報告・通報者および協力者のプライバシー・機密保護

2 法令遵守の体制


